
最終回

新信託法および改正
信託税制は家族信託
の発展に寄与するか

長い年月をかけ
築き上げられてきた
その軌跡を知る
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1: 信託制度の歴史と家族信託

（１）「信託の歴史」シリーズの第１回か
ら第３回までの要旨

信託制度の原型であるユースは中世英
国において発生しました。ユースとは、
委託者である資産家が自己の有するコモ
ンロー上の不動産権を受託者に移転する
ことにより、家族に受益権（エクイティ）
を取得させる仕組みでした。要するに、
不動産に対する所有権を受託者に対する
受益債権に転換する仕組みです。信託制
度の利用価値はこの転換にあるのです
が、国王（ヘンリー８世）は王権を強化
するために、受託者による権利の転換を
否認し、ユースを弾圧しました。つまり
委託者の所有が受益者である家族に直接
に移転するものとみなしたわけです。し
かし、封建制度が崩壊し、民衆の強いニ
ーズを背景にこの転換が肯定され、ユー
スはトラストとして名称を変えて復活し
ました。

さて、我が国では、明治政府が信託法
および信託業法を制定して、信託会社に
対して英米で発達した家族信託（個人が
自己の財産を家族のために設定する信託
で、受託者を信託会社等とする商事信託
も含む）を普及させようとしましたが、
戦前の我が国の経済・社会環境において
はこの政策は時期尚早であり、全く普及
しませんでした。

しかしながら、戦後においては、平等
主義の基に民法の親族・相続編の改正が
行われ、相続人の間に均分相続に対する
権利主張が強くなり、また高度成長を経
て人々の資産形成が進んだので、家族信
託の普及のための経済的および社会的な
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環境が整ってきました。

（２）最終回（今回）の目的

その後、昭和 18（1943）年の金融機
関の信託業の兼営等に関する法律が制定
され、戦後になり、証券投資信託法、貸
付信託法、投資信託および投資法人に関
する法律の制定、信託業法の改正等が行
われ、また高度成長による資本市場が発
展したので、商事目的の信託が飛躍的な
発展を遂げました。バブル経済崩壊後の
平成 18（2006）年には新信託法が制定
され、これに伴い信託税制も大幅な改正
が行われました。これは主として商事目
的の信託のための整備でしたが、家族信
託にとっても重要な内容を含んでいま
す。

今最終回は家族信託の観点から新法の
制定と税制改正の意義を考えます。

2: 新信託法の制定と信託業法の改正の経緯

平成 17（2005）年に、法制審議会は
信託法部会により法改正の議論を行い、
信託法改正要綱試案を決定し、一般から
の意見募集を行いました。改正要綱試案
の内容は主として商事信託ためのもので
あったので、新信託法の制定にあわせて
信託業法の改正もほぼ同時に行われまし
た。

3: 新信託法における民事信託を主として念頭に置いた規律関係

改正要綱試案は第 70 までありました
が、そのうち民事信託に関する改正項目
は、「いわゆる民事信託を主として念頭
に置いた規律関係」の第 60 から 64 のわ
ずか５項目でした。この５項目が試案で
提起された理由および新法による条文化

は次の通りです。
（１）第 60「受益者を指定または変更す

る権利について」

これは、新信託法第 89 条に「受益者
指定権等」として規定されました。

旧信託法第７条によれば、信託設定後
に委託者等が受益者を変更することは原
則として許されないが、信託行為で受益
者変更権等を設けることは可能とされて
いましたが、その場合の法律関係が明確
でなかったので、新法でこれを明らかに
しました。家族信託においては、信託の
設定後に委託者等から受益者を指定また
は変更する場合があるので、新法の規定
は非常に有用なのです。
（２）第 61「遺言代用信託における第

60 の特則について」

これは、新信託法第 90 条に「委託者
の死亡の時に受益権を取得する旨の定め
のある信託等の特例」として規定されま
した。

旧信託法にはこの内容に相当する条文
はありませんでした。民法の死因贈与に
おいては、その性質に反しない限り遺贈
の規定が準用され（民法第 554 条）、贈与
者はいつでもその贈与を取り消すことが
できます。遺言代用信託においても同様
に、生前行為により自己の資産の承継を
目的としますので、新法では、委託者が
死亡後受益者の変更権を有するものとさ
れました。

また、死亡後受益者は委託者の死亡時
まで権利も義務も有しないので、委託者
が死亡後受益者の同意を得ることなし
に、委託者のみの意思により信託を終了
させることができることとされました。

なお、信託行為で別段の定めを置くこ
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とができることになっています（同条但

書き）ので、例えば、委託者の死亡後、
一定の時期に受益権を取得させること
も、委託者の生前の一定の時期に受益権
を取得させることも、信託行為で定める
ことができます。新法はこのように、柔
軟であり家族信託の設計に非常に有用な
のです。
（３）第 62「いわゆる後継ぎ遺贈型の受

益者連続について」

これは、新信託法第 91 条に「受益者
の死亡により他の者が新たに受益権を取
得する旨の定めのある信託の特例」とし
て規定されました。

このような信託は、個人企業経営にお
ける事業承継や生存配偶者の生活保障等
の必要性から、共同均分相続とは異なる
財産承継を可能にするので非常に有用で
す。しかし、旧信託法にはこの内容に相
当する条文がありませんでした。

民法では跡継ぎ遺贈については、それ
を無効とする学説が有力です。後継ぎ遺
贈の代替的な機能を果たし得る受益者連
続型の信託は、旧信託法の下でもこれを
仕組むことは可能ではあったのですが、
この信託は期限付きの所有権を創設する
ことになるとか、民法の相続秩序を委託
者個人の意思で変更するという理由を挙
げてこれを無効とする学説がありまし
た。

しかし、信託では受託者が信託財産の
所有権を有し、受益者は受益債権を有す
るにすぎないので、信託が期限付きの所
有権を創設するわけではありません。ま
た、連続的に承継する各受益者は一個の
受益権を順次に承継的に取得するわけで
はなく、承継の都度、異なる受益権を委

託者から原始的に取得するので、民法の
相続秩序の違反になるわけではありませ
ん。そこで、新法ではこの信託を有効と
して、その存続期間に制限を設けること
にしました。

（４）第 63「遺言信託について」

これは、新信託法第５条に「遺言信託
における信託の引受けの催告」として、
また第６条に「遺言信託における裁判所
による受託者の選任」として規定されま
した。

（５）第 64「契約による私益信託におけ
る委託者の相続人の権利義務につい
て」

これは、新信託法第 147 条に「遺言信
託における委託者の相続人」として、ま
た、第 148 条に「委託者の死亡の時に受
益権を取得する旨の定めのある信託等の
特例」として規定されました。

4: 新信託法と民事信託の設計

新信託法には民事信託を念頭に置いた
規律が少ないとしても、家族信託の設計
の制約になりません。また、条文が許す
限り別段の定めを置くことができます。
これらの信託の規律にとらわれる必要は
ありません。例えば、新信託法第 89 条「受
益者指定権等」も、第 90 条「委託者の
死亡の時に受益権を取得する旨の定めの
ある信託等の特例」も、信託行為で別段
の定めを許容しています。第 91 条の「受
益者の死亡により他の者が新たに受益権
を取得する旨の定めのある信託の特例」
は期間制限を設けただけで、信託の設計
に何らの制限を設けているわけではあり
ません。
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さらに、新信託法が定める一般の規律
の中に、家族信託の設計において利用で
きるものがいろいろあります。例えば、
信託管理人、信託監督人、受益者代理人
制度（同法 123 条以下）、信託宣言（自己
信託）（同法３条３号、４条３項）、 目的信
託（同法 258 条以下）等です。特に、福祉
型信託においては、保護すべき家族のた
めに柔軟な設計が求められます。

5: 信託税制の改正と家族信託の発展

平成 19（2007）年度の税制改正にお
いて、新信託法の制定を受けて信託税制
の抜本的見直しが行われました。

（１）法人税法および所得税法

信託は、法人税法および所得税法によ
り、「受益者等課税信託」、「集団投資信
託」、「法人課税信託」、「退職年金等信託」
および「特定公益信託等」の５種類に分
類され、受益者等課税信託とは、他の種
類の信託以外の一般の信託です。家族信
託は通常、受益者等課税信託になりま
す。

さて、信託制度の利用価値は前述のよ
うに委託者の所有権を受託者に対する受
益債権に転換することにあり、例えば、
受益者連続信託はこの転換により、民法
の相続秩序とは異なる資産承継を行うこ
とができます。

しかしながら、受益者等課税信託の受
益者等は、その信託の信託財産に属する
資産および負債を有するものとみなさ
れ、かつその信託財産に帰せられる収益
および費用はその受益者の収益および費
用とみなされて課税されます（法人税法

第 12 条、所得税法第 13 条）。このような信

託の受益債権への転換を否認し、委託者
の所有権が受益者に直接に移転するもの
とみなす規定は、ユースを弾圧した英国
のヘンリー８世と同じであり、信託の利
用価値を損なうものです（この歴史につ
いては、本連載の第１回参照）。

ただし、受益者等が存しない信託につ
いては、この転換を肯定し、法人課税信
託として受託者に対して課税が行われま
す（法人税法第２条第 29 号の２ロ）。

（２）相続税法

信託は受益者に委託者以外の者を指定
することにより、実質的に民法上の贈与
または遺贈と同様の資産承継を行うこと
ができるので、適正な対価を負担せずに
その信託の受益者等となる者は、税法上
は、受益者等となった時にその信託に関
する権利を委託者から贈与または遺贈に
より取得したものとみなされ、また、そ
の信託財産に属する資産および負債を取
得し、または承継したものとみなされ
て、課税されます（同法９条の２）。また、
受益者連続型信託の課税および受益者等
が存しない信託の課税についてはさらに
厳しい特例が設けられました（同法９条

の３、９条の４、９条の５）。このみなし課
税もヘンリー８世によるユースの否認と
類似しています。

6: 改正信託税制が想定する信託の多様性

信託の設計の多様性に関しては、税法
のほうが新信託法よりも柔軟です。
（１）法人税法および所得税法における

受益者等の多様性

受益者等課税信託の多様性を前提に、
受益者等として課税される者は、受益者
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としての権利を現に有する者およびみな
し受益者に限られます。信託の変更をす
る権限を現に有し、かつ信託財産の給付
を受けることとされている者は受益者と
みなされます（みなし受益者、法人税法第

12 条第１項および第２項、所得税法第 13 条第

１項および第２項）。家族信託の受益者が
その権利を現に有するか否かは信託の設
計により異なります。例えば受益権の効
力発生に停止条件を付ければ、条件の成
就までは、権利を現に有しないことにな
ります。

（２）相続税法における受益者等の多様性

受益者等課税信託の多様性を前提に、
受益者等として課税される者は、受益者
としての権利を現に有する者および特定
委託者に限られます。信託の変更をする
権限を現に有し、かつ信託財産の給付を
受けることとされている者は特定委託者
とみなされます（同法第９条の２第１項、

第５項）。特定委託者は法人税法および所
得税法のみなし受益者に相当します。

家族の受益者がその権利を現に付与す
るか否かはその信託の設計により異なり
ます。例えば、受益権の効力発生に停止
条件を付ければ、条件の成就までは、権
利を現に有しないことになります。
（３）受益者連続型信託の課税の特例の

適用がある信託の多様性

この信託の類型は、受益者の死亡によ

り他の者が新たに受益権を取得する旨の
定めのある信託（信託法第 91 条）、および
受益者指定権等を有する者の定めのある
信託（同法第 89 条）のみならず、何らか
の事由により、当該受益者等の有する信
託に関する権利が消滅し、他の者が新た
な信託に関する権利を取得する旨の定
め、または当該受益者等の有する信託に
関する権利が他の者に移転する旨の定め
る信託を含むものとされ、その類型の多
様性を認めています（相続税法施行令第１

条の８）。

（４）受益者等が存しない信託の多様性

この信託の類型は、受益者の定めのな
い信託（信託法第 258 条）だけでなく、受
益者としての権利を現に有する者および
特定委託者の存在しない信託を含むもの
とされ、その類型の多様性を認めていま
す。例えば、受益者となることに停止条
件または効力発生の始期が付されている
信託も、受益者がいまだ存在ないし特定
されていない信託も含みます。

7: 家族信託の普及の担い手

信託税制は抑圧的ですが、信託の設計
は自由であり、家族信託の普及はその担
い手である士業の先生方の自由な設計が
期待されます。
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